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近年、地球温暖化による気候変動の影響により、深刻な自然災害が国内のみならず世界中
で頻発しています。本町でも、2013（平成25）年８月９日の大雨・洪水災害では、多くの住
民の生命・財産を脅かす甚大な被害が発生したことは記憶に新しく、地球温暖化による気候
変動は、決して対岸の火事ではなく、町として対策を講じなければならない重要な課題です。

本町では、2000（平成12）年に「紫波の環境を100年後の子どもたちによりよい姿で残し
伝える」ことを理念とする「新世紀未来宣言」の発表を皮切りに、「循環型まちづくり条
例」の制定や、「紫波町環境・循環基本計画」を策定し、町民及び事業者の皆様との協働に
より、地球温暖化対策をはじめとした環境課題に取り組んできました。

今般、「2050年温室効果ガス排出量実質ゼロ」という大きな目標を達成するため、「紫波
町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定しました。この計画は、紫波町環境・循
環基本計画を上位計画として、これまでの町の取組みを継承しながら、地球温暖化対策をよ
り具体化した計画です。これまで培ってきた協働と行動により、住民、事
業者及び行政がさらに一丸となって地球温暖化対策の取組みを進めていき
ましょう。 皆様方のより一層のご理解とご協力を宜しくお願いいたします。

紫波町長 熊 谷 泉



しかし、人類は石炭や石油等の化
石燃料を大量に消費するようになり、
大気中の二酸化炭素の量は年々増加
しています。現在の地表の平均気温
は約「14℃」に保たれていますが、
このまま大気中の温室効果ガスが増
えすぎると、宇宙に放射される熱が
地上に留まり気温が上昇し、地球全
体の平均気温が上昇します。これが
「地球温暖化」です。

１ 地球温暖化とは？

２ 地球温暖化による影響
温暖化が進んだ場合、海面上昇による海岸浸食や、台風の強度の増加、進路変化がおこる

と言われています。日本は、特に沿岸域に人口・産業が集中しており、このような地域は、
温暖化に対する脆弱性が高いといえます。

■温室効果ガスの種類

温室効果ガス 地球温暖化係数※

二酸化炭素（CO2） 1

メタン（CH4） 25

一酸化二窒素（N2O） 298

ハイドロフルオロカーボン類（HFCs） 1,430など

パーフルオロカーボン類（PFCs） 7,390など

六ふっ化硫黄（SF6） 22,800

三ふっ化窒素（ＮF3） 17,200

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターＨＰ

※地球温暖化係数とは、二酸化炭素を基準（=1）として各物質が温暖化
をもたらす程度を示す数値のことです。

地球の表面には、窒素や酸素などの「大気」が取り
巻いており、この大気により急激な気温の変化が緩和
されています。大気のうち、太陽からの熱を吸収し、
地表から熱の放出を防いでいるのが「温室効果ガス」
です。

温室効果ガスには、「二酸化炭素」や「メタン」、
「フロン」などがあり、地球を温かく保ち、私たちが
住みやすい環境を作る役割があります。もし、これら
が無ければ、地球の平均気温は「-19℃」となってしま
います。

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターＨＰ
環境省「STOP THE 温暖化 2008」
環境省地球温暖化影響・適応研究委員会「気候変動への賢い適応」



■温室効果ガス排出量の削減目標

中期目標（2030（令和12）年度）

２０１３（平成２５）年度比４６％減とします

長期目標（2050（令和32）年度）

温室効果ガス排出量実質ゼロを目指します

３ 計画の基本的事項
この計画は、「町民」、「事業者」、「町」の協働により地球温暖

化対策を進める上での具体的な目標、方向性、施策について定め、
地球温暖化の防止、影響の緩和を推進することを目的とします。
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森林整備等の推進、新たな
技術革新の取組を取り入れ、
0に向け取組みを推進
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温室効果ガス排出量
実質ゼロ

地球温暖化は自分
たちの行動が自分
たちに帰ってきた
結果であるため、
「自分がやったと
ころで変わらな
い」ではなく、
「自分がやれば変
わる」という意識
を持って取り組む
ことが大切だと思
います。

母になって、子育てする身になった
ら、今よりもっとよい環境で暮らし
たいので、必死に取り組みたいです。

私は普段から省エネを心がけて生活して
います。でも、このアンケートで「家族
で同じ部屋で過ごす」、「お風呂は時間を
空けない」など、まだまだ出来ることが
多くあることに気が付きました。家庭で
しっかりと話し合い、自分だけではなく、
家族と一緒に向き合っていきたいです。

紫波町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定にあたり、紫波第一中学校、紫波第二
中学校、紫波第三中学校の生徒を対象に「地球温暖化対策に関するアンケート調査」を実施し
ました。これから社会人として活躍する皆さんに、これから地球温暖化対策に取り組んでいく
際の将来に向けての想いを聞きました。

地球温暖化対策に対する中学生の想い



基本施策基本目標

基本目標１

省エネルギー対策の推進

基本目標２

再生可能エネルギーの利用促進

基本目標３

多様な手法を用いた脱炭素化
の推進

日常生活・事業活動における省エネルギー行動の推進

省エネルギー建物・設備等の普及

再生可能エネルギーの導入促進

再生可能エネルギーの利活用促進

公共交通機関や自転車の利用促進

自動車利用時のCO2排出量の低減

ごみの減量化･資源化の推進

森林の保全･活用

農業の環境負荷軽減の推進

環境意識の啓発

他自治体・企業等との連携の推進

４ 目標達成に向けた取組み

本計画では、めざす将来像を実現するために基本目標として３つの柱を掲げ、「町民」、
「事業者」、「町」の協働により具体的な取組みを推進していくこととします。

自然が豊かで、思いやりにあふれた
住民が健康で幸福に暮らすまち

■めざすべき将来像

日々の生活における省エネ行動・対策
などについて普及啓発を行い、省エネタ
イプの住宅・設備・機器の導入につなげ、
温室効果ガス排出量の削減を推進します。

太陽光や木質バイオマス等の再生可能
エネルギーを自然環境に配慮しながら最
大限に活用し、温室効果ガス排出量の削
減を推進します。

本町で従来から行っている「紫波エコ
beeクーポン券」の交付事業等に加え、
森林整備による森林吸収源の確保や脱炭
素技術等の動向を踏まえた脱炭素化の取
組みなど多様な手法による脱炭素化を推
進し、温室効果ガス排出量実質ゼロを目
指します。



具体的な取組み

・太陽エネルギー利用システムの住宅、事業所、公共施設への
設置、営農型発電（ソーラーシェアリング）等の普及促進

・住宅、事業所、公共施設への木質バイオマスストーブ、ボイ
ラー等の導入・利用促進

・国・県等の助成制度や低利融資制度等の情報把握・提供
・広報掲載やパネル展示等による普及啓発
・再生可能エネルギーの技術開発、事業化の支援
・太陽光、木質バイオマスエネルギーのポテンシャル調査の実施

・電車、バス等の公共交通機関、デマンド型乗合バス「しわま
る号」の利用促進

・近辺への移動の際の自転車の利用促進

・電気自動車などの次世代自動車の利用促進
・エコドライブの促進

・家庭ごみ、事業系ごみの減量化・資源化の推進
・未分別品目の再資源化の促進 ・環境配慮型商品の購入促進

・森林保全の促進 ・森林保全の人材確保
・町産木材の活用促進

・紫あ波せみらい堆肥などの有機堆肥の施用の推進
・農畜産物の地産地消の推進によるフード・マイレージの削減
・園芸施設における再エネ設備の導入等の脱炭素化の推進
・環境学習・環境関連施設見学の実施・参加
・グリーンツーリズム（農林業体験）の推進
・環境マイスターの養成、認定、フォローアップ

町内の環境団体やその参加団体が開催するイベント等の支援に
よる環境学習の場の創生

・環境配慮型建築物の普及促進
・壁面緑化や緑のカーテンの普及促進
・省エネ診断の促進
・高効率機器等省エネルギー設備の普及促進

・省エネ「見える化事業」や家庭向け「うちエコ診断」等のエ
ネルギーの「見える化」の推進・実践

・町の広報やホームページによる省エネルギー行動の周知
・環境マネジメントシステム普及促進

項目 ３kW ５kW

システム購入費 75万円 125万円

年間運転維持費 1.0万円 1.7万円

発電分の電気料金 86,256円 143,760円

投資回収年数 9.9年 9.9年

二酸化炭素削減量 1,700kg-CO2 2,833kg-CO2

太陽光発電パネルの設置費用
太陽光エネルギーは、温室効果ガス排出量の削減にも大きく貢献できるエネルギー源です。
住宅用太陽光発電は、約10年間で設備投資が回収できる計算となっており、以降は発電した

電力を住宅で自家消費することで、年間8～14万円の電気料金を節減することができます。

家庭エコ診断を受診しましょう

出典：家庭エコ診断制度ポータルサイト

「家庭エコ診断」を実施することで、住
まいやライフスタイルから、光熱費を減ら
せるところが一目でわかります。また、「ど
こから」、「どのくらい」二酸化炭素が排出
されているのか一目でわかります。住まい
のお悩みに合わせた診断や、省エネ家電の
買換えシミュレーションを行うこともでき
ます。

家庭エコ診断は、環境省が認定する「う
ちエコ診断士」や環境省が定める要件を満
たす「民間事業者」による対面診断のほか、
WEBサービスでの診断も可能ですので、気
軽に受診してみましょう。

うちエコ診断WEBサービスの受診はこちら

URL：https://webapp.uchieco-shindan.jp/

パソコン、スマートフォン、タブレット端末か
らご利用いただけます。



『紫波型エコハウス』とは
循環型まちづくりの理念に基づき、エネルギー、人材及び木材などの地産地消による経済の

循環を目指すとともに、環境への負荷に配慮し、エネルギー消費を抑えた一定基準の高性能住
宅です。「オガールタウン」における住宅の建築条件にもなりました。

数値における基準は次の３点です。

１町産木材の活用：構造が木造で、構造材の総量の８割以上に町産木材を使用
２年間暖房負荷 ：床面積1㎡当たりの年間暖房エネルギー消費量が48kWh/(㎡・年)以下
３気密性能 ：床面積1㎡当たりの相当隙間面積(Ｃ値)が0.8c㎡/㎡以下

◎紫波の豊かな自然を活かしたデザイン（日射・通風の取り入れや遮へい等）
◎町内業者による建築（木材など町産材の利用）
◎再生可能エネルギーの利用（太陽光発電、木質バイオマス燃料ストーブ、地域熱供給等の導入）
◎町並みを構成する住宅・敷地デザイン（景観への配慮）

項目 一般的な住宅
（築40年） 紫波型エコハウス

給湯 71,484 69,168
暖房 269,244 52,812
冷房 11,904 11,028
照明 20,448 23,052
調理 10,212 11,520
設備 372 5,076
家電 47,928 54,024
計 431,592円 226,680円

年間光熱費が約５０％削減

断熱改修をしていない「築40年の一般的な住宅」と
「紫波型エコハウス」の光熱費を比較した場合、年
間で「約20万円」安くなります。

■紫波型エコハウスの年間光熱費の試算（出典：「建もの燃費ナビ（PASSIVE HOUSE JAPAN）の試算結果）

紫波エコbeeクーポン券

二酸化炭素の排出量削減を目的とした11の事業（循環型エコプロジェクト推進事業メ
ニュー）のいずれかに取り組んだ町民や団体に対して発行している商品券です。「紫波エコbee
クーポン券」は、紫波町内の「エコ・ショップしわ認定店」で「１ポイント＝１円」として利
用することができます。
■循環型エコプロジェクト推進事業メニュー

太陽熱温水設備 間伐材運び隊

資源リサイクル運動 薪ストーブ

既存住宅についても、リビング等の
普段居住するスペースに絞った局所
的な「断熱改修」するだけでも、高
い省エネルギー効果が期待されます。

廃食用油回収促進事業
ペットボトルキャップ回収促進事業
間伐等促進対策事業
間伐材等利用集積事業
太陽熱温水設備導入促進事業
木質バイオマス燃料ストーブ普及促進事業
木質バイオマス燃料ボイラー利用促進事業
段ボールコンポスト普及促進事業
家庭用燃料電池導入奨励事業
町産木材利用住宅等建築奨励事業
資源リサイクル運動奨励事業

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11



対象 省エネ行動
CO2削減量

節約金額

(年間効果)

対象 省エネ行動
CO2削減量

節約金額

(年間効果)

照明
器具

省エネ型に替える
白熱電球（54W）から電球形蛍光
ランプ（12W）に交換

49.3kg
2,270円

パソコン

(デスク
トップ型)

使わない時は、電源を切る
1日1時間利用時間を短縮した場合

18.5kg
850円

電球形LEDランプに取り替える
白熱電球（54W）から電球形LED
ランプ（9W）に交換

52.8kg
2,430円

電源オプションの見直し
電源オプションを「モニタの電源を
OFF」から「システムスタンバイ」
にした場合(3.25時間/週、52週)

7.4kg
340円

点灯時間を短く
白熱電球（54W）１灯の点灯時間を1
日1時間短縮した場合

11.6kg
530円

電力
冷蔵庫

設定温度は適切に
設定温度を「強」から「中」にし
た場合

25.7kg
1,180円

点灯時間を短く
LEDランプ（9W）１灯の点灯時
間を1日1時間短縮した場合

1.9kg
90円

壁から適切な間隔で設置
上と両側が壁に接している場合と、
片側が壁に接している場合の比較

26.5kg
1,220円

エアコン

夏の冷房時の室温は28℃を目安に
エアコンの設定温度を27℃から
28℃にした場合（9時間/日）

17.8kg
820円

ものを詰め込みすぎない
詰め込んだ場合と、半分にした場
合と比較

25.7kg
1,180円

冷房は必要な時だけつける
冷房を1日1時間短縮した場合
（設定温度28℃）

11.0kg
580円

炊飯器
使わないときは、プラグを抜く
1日に7時間保温し、コンセントを
差し込んだままと、保温せずにコ
ンセントからプラグを抜いた場合
の比較

26.9kg
1,240円

冬の暖房時の室温は20℃を目安に
エアコンの設定温度を21℃から
20℃にした場合（9時間/日）

31.2kg
1,430円

電力
ポット

使用しないときは、プラグを抜く
ポットに満タンの水2.2ℓを入れ
沸騰させ、1.2ℓを使用後、6時間
保温状態にした場合と、プラグを
抜いて保温しないで再沸騰させて
使用した場合の比較

63.1kg
2,900円

暖房は必要な時だけつける
暖房を1日1時間短縮した場合
（設定温度20℃）

23.9kg
1,100円

ガス
給湯器
(お風呂)

入浴は間隔を空けずに
2時間放置により4.5℃低下した湯
(200ℓ)を追い炊きする場合(1回/日)

87.0kg
6,880円

ガス
ファン
ヒーター

室温は20℃を目安に
暖房の設定温度を21℃から20℃にし
た場合（使用時間：9時間/日）

18.6kg
1,470円

衣類

乾燥機

自然乾燥と併用する
自然乾燥８時間後、未乾燥のものを
補助乾燥する場合と、乾燥機のみで
乾燥させる場合の比較(1回/2日)

231.6kg
10,650円

必要な時だけつける
1日1時間運転を短縮した場合
（設定温度20℃）

31.1kg
2,380円

自動車
(エコ

ドライブ)

ふんわりアクセル「eスタート」
最初の5秒で時速20キロを目安に
少し緩やかに発進した場合

194.0kg
10,030円

石油
ファン
ヒーター

室温は20℃を目安に
外気温度6℃の時、暖房の設定温
度を21℃から20℃にした場合
（9時間/日）

25.4kg
650円

加減速の少ない運転
速度にムラのない運転をした場合

68.0kg
3,510円

必要な時だけつける
1日1時間運転を短縮した場合
(設定温度20℃)

41.9kg
1,130円

早めのアクセルオフ
適時適切にエンジンブレーキを有
効活用した場合

42.0kg
2,170円

テレビ 画面は明るすぎないように
テレビ(32V型)の画面の輝度を最
適(最大→中間)にした場合

15.9kg
730円

アイドリングストップ
4分間/30kmの割合で行った場合

40.2kg
2,080円

家庭でできる省エネルギー行動
身近な行動でも、温室効果ガス削減につながる行動はたくさんあり、一つ一つの取組みの成果

は小さくても、町域全体で継続して取組むことにより大きな効果となります。

出典：経済産業省 資源エネルギー庁「家庭の省エネ徹底ガイド 春夏秋冬」2017年8月



５ 計画の進行管理

■町内の温室効果ガス排出量を統計等のデータから毎年推計していき、必要な施策を実施して
いきます。

■計画の実効性を高めるため、以下の指標により実施状況を定期的に把握し、温室効果ガス排
出状況と併せて総合的に評価します。また、取組みの効果について検証、分析を行い、改善
内容等について検討します。

基本目標 指標項目
①現状

（2019年度）
②目標

（2030年度）

CO2削減量
（②－①）

基本目標１

省エネルギー
対策の推進

紫波型エコハウス建築件数
（2014年度からの累計） 52件 287件 490 t-CO2

広報等における省エネ行動等
の普及啓発の実施回数
（掲載回数）

96回 120回 ―

町内事業者による断熱改修件数
（2019年度からの累計） ８件 118件 159 t-CO2

基本目標２

再生可能エネル
ギーの利用促進

紫波町保有施設における使用電
力の再生可能エネルギー比率 1.3％ 40％ 1,478 t-CO2

紫波町区域内における太陽光発
電設備導入件数 4,724件 7,802件 3,500 t-CO2

町内の一般家庭における太陽光
発電設備導入件数 1,002件 2,000件 1,779 t-CO2

町内における木質バイオマス燃
料ストーブの導入台数
（2010年度からの累計）

46台 174台 1,600 t-CO2

紫波町区域内における木質バイ
オマス熱電併給設備導入量

0GJ
（0MWh）

62,977GJ
（5,694MWh）

4,639 t-CO2

木質チップの年間製造量 1,140t 1,500t 356 t-CO2

基本目標３

多様な手法を用
いた脱炭素化の
推進

循環型エコプロジェクト推進事
業によるCO2削減量 2,487 t-CO2 3,400 t-CO2 3,400 t-CO2

エコ・ショップしわ認定店数 40店 46店 −

家庭系ごみ
１人１日あたりの排出量 611 g /日 550 g /日 148 t-CO2

資源ごみの割合 22.2％ 27.8％ −

森林間伐実施面積 28ha 70ha 134 t-CO2

公用車の電気自動車、プラグイ
ンハイブリッド車導入率 4% 70% 51 t-CO2

【お問い合せ先】
産業部 環境課 地球温暖化対策係
電話：019-672-6893（直通）


